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資料４－３





H　２　４　年　度　の　取　組　み





具体的方策例（新規・拡大実施分）の概要





調査の実施による現状把握と取組みの方向性の提示











　








・過去、教育コミュニティづくり設立期である平成14年度、充実期である平成16年度に実施された「教育コミュニティづくりに関する調査」と同じ質問項目を中心とした調査を実施することにより、教育コミュニティづくりの現況と推移を把握し、今後の取組みの指針とする。





教育コミュニティづくりに関する調査の実施(新規)





1　ネットワークづくり











・府知事部局（文化課、国際交流・観光課、人権室、子育て支援課など）や近畿地区の大学関係者、ＮＰＯ等の参加を促進し、ネットワークの拡大を図る。








　・大阪府内市町村社会教育委員のブロック代表で組織される理事会での活動の充実を図る。


・大阪府社会教育振興協議会の研修会を、提言の具現化につながる内容となるよう働きかける。





社会教育関係者交流会の拡大・充実





大阪府社会教育委員連絡協議会理事会の充実、大阪府社会教育振興協議会との連携強化





２　活動のきっかけづくり














◆共に生きる地域の“絆”プロジェクト（公民館等での障がい児の居場所づくり）（新規）


　・府内の公民館や生涯学習センター、市民交流センターを場所として、障がい児と地域の子ども、子どもと大人が一緒に体験・交流活動をする。





























・市町村社会教育委員研究会議の参加対象の拡大と研修内容の充実を図る。


・３ブロック別研修を、活動のきっかけづくりにつながるように、実践事例の紹介等を通したグループワークなど一層の工夫を図る。








・新たに事業を担当する市町村担当者に対して、大阪府の教育コミュニティづくりの理念を共有するため研修し、各市町村でのつなぎ役となってもらい活動の推進を図る


活動の推進を図る。














ボランティアやコーディネーター向けのメールマガジンの発行（新規）








教育コミュニティづくり市町村新任担当者研修の実施(新規)





大阪府社会教育委員連絡協議会主催研修の充実





・公民館などの社会教育施設で、障がいのある子どもたちが、地域の子どもたちや一緒に参加するさまざまな年代の人たちと交流できる場と機会を創出し、障がいのある子どもたちの学ぶ機会を保障するとともに、共に活動することでお互いの理解を深める。





国事業等を活用したモデル事業となる取組みの実施

















　・行政関係者はもとより、地域活動に関心のあるすべての人に向けた、具体的な「コツ・ヒント」に整理し、提示する。








　・府内の活動者や活動に関心のある人に対して、直接、必要な情報を届ける。





３　　情報提供





実践事例集等の充実と情報発信








